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【事実の概要】被告人Ｘは、①平成二三年六月二四日、交際相手である共同被告人Ｙの二女Ｓ（当時一〇歳）に対して、Ｓが一三歳未満である
ことを知りながら、富山市内のホテル客室において、わいせつな行為を行い（以下、①事実という） 、また、②同月二五日、同市内ホテルにおいて、同女に対してわいせつ行為をしたとして（以下、②事実という）起訴された。本件において、被告人Ｘは、共同被告人Ｙの長女であるＡに対する、一件の傷害及び二件の準強姦によっても追起訴されている。
なお、被害者ＡとＳの実母である共同被告人Ｙは、Ａに対する二件の準強姦及びＳに対する②事実の強制わいせつに関して、上
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記ホテルに宿泊予約の電話をかけて、被告人Ｘの犯行を容易にしたことによる各事実の幇助について起訴されている。
本件においては、ＡとＳの実母であり法定代理人であるＹも上述のように起訴されているために、ＡとＳの祖母であるＢが、警
察に対して告訴状を提出した。
上記①及び②事実についての告訴が行われたことの証拠として、Ｂの平成二三年七月一八日付けの告訴状と同日付けの警察官調
書、同人の同年一二月一四日付けの検察官調書、そして、Ｓの検察官調書が公判に提出された。
原審は、Ｂの告訴の有効性 は、①事実については、本件告訴状の記載自体は、いつの強制わいせつの事実につき告訴を
する趣旨かその特定があいまいな点があるが、上記警察官調書と総合すると、①の事実について告訴の意思を表示しているとみることはできないとした。また、一二月一四日付けのＢ 検 については、同年六月二五日以外の日でも被告人ＸによるＳに対する強制わいせつの事実があれば処罰を望む旨述べるに過ぎないとし、また、上記検察官調書 は、Ｂは、①事実についても被告人Ｘの処罰を求める趣旨がうか えるが、しかし、同調書が作成されたのは①の事実についての公訴提起後であり、これをもって公訴提起時に有効な告訴があっ と認め ことはできないと なお、そもそも ①事実については、被告人Ｙが被疑者とはされ おらず、Ｂが当然に 権者であるという ている。以上 通り Ｂ 告訴は、②事実 ついては有効とされたが、①事実について 有効とは認められて ない。
次に、原審は、①及び②事実に関するＳによる告訴の有効性 つ 検討した。原審は、告訴人は、 「 訟行為能力として、犯罪
となるべき行為により被害を受けたという客観的な経緯を認識 、これにつき被害感情を有して、犯人に対し公の制裁を望むことが可能 だけの能力（告訴能力） 」 必要 あ と判示しているが 本件被害者Ｓは 検察官調書において被告人 処罰 求めるかのような記載がな ているが、 上記検察官調書作成当時におい 一〇歳一 月とまだ幼い年齢であったこと、 捜査機関において、Ｓは告訴する いうことの意味がよく理解できないために、Ｂに働きかけて、同人が告訴状を作成したという経緯があり、しかもＳに告訴状を作成させたり通常形式の告訴調書（刑事訴訟法二四一条二項、犯罪捜査規範六 条一項）を していな ことなど
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に照らして、Ｓが告訴能力を有していたかには相当な疑問が残るとして、Ｓの告訴能力を否定した。
これに対して、検察官は、被害者の祖母であるＢの告訴状によって①事実ついても告訴がなされたこと及び被害者Ｓには告訴能
力が認められることを主張し、①事実についても有効な告訴が行われたとして、控訴した。また、被告人側は、量刑不当を理由として控訴した。【判
　
旨】
破棄差戻し。Ｂの告訴の有効性についてＢの告訴の有効性については、これを①事実については否定し②事実については認めた原判決を支持した。Ｓの告訴能力について「告訴は、……犯罪被害にあった事実を捜査機関に申告して、犯人の処罰を求める行為であって、その効果意思としても、捜査機
関に対し、自己の犯罪被害事実を理解し、これを申告して犯人の処罰を求める意思を形成する能力があれば足りると解するのが相当である。知的障害により知的能力が七、 八歳程度と認められる成人被害者について告訴能力が肯定されるのは、このような考え方の下に理解できるところである。 」「被害者は、前記検察官調書作成当時一〇歳一一か月の小学五年生であったが 当審において取り調べた、……被害者についての
「小学校児童指導要録」及び担任教諭の検察官調書によると、在校した当時の被害者の成績は中の上くらいであり、年齢相応の理解力及び判断力を備えていたと認めることができる。 」
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「被害者は、本件公訴事実を含む被告人による強制わいせつ被害の状況について、検察官及び警察官に対して供述しているところ、その内容は、平成二三年六月二四日……翌二五日にも……同様の行為をされた旨述べるとともに、上記検察官調書では、被告人に対する死刑を求めたが、検察官からそれはできないと教えられたので重い罰を与えてほしい 述べているのであるから、被害者が両日に被告人から受け 強制わいせつ被害の状況を具体的 供述しつつ、被害感情を抱いて、これに基づ て被告人の処罰を求めていると認められる。 」「以上の検討結果によると、被害者が同年八月一日に被告人の処罰を求める意思を検察官に表示した当時、被害者が自己の処罰を求める供述の意味及びその効果を理解しておらず、告訴としての効力が否定されるべき状況にあったと疑われる状況にあったとはいえない。そうす 、本件では、前記のとおり、告訴当時一〇歳一一か月の小学五年生であり、普通の学業成績を上げる知的能力を有した被害者が、被害状況を具体的に申告 た上で、その犯人として被告人を特定してその処罰を求める意思を申告していたのであるから、告訴能力としてはこれを備えている いうべきである。 」「原判決は、警察官がＢに本件告訴状を作成させた事実及び被害者本人に作成させ、あるいは通常形式の告訴調書を作成していない事実が、警察官において被害者の告訴能力に疑いを抱いてい のを物語っており、被害者が告訴能力を有していたことには相当な疑問が残ると判示しているが、警察官が被害者の 訴能力に疑問を抱いていたか否か 、被害者の告訴能力の有無の判断に直接影響するものではない。 」【研
　
究】
一
　
はじめに
本件において、被告人Ｘは、被害者Ｓに対しては、①平成二三年六月二四日における強制わいせつと②同年六月
刑事判例研究⑴（伊比）
二四五
二五日における強制わいせつの公訴事実で起訴されている。本件被害者Ｓは告訴当時一〇歳一一か月であり、 実務上、強制わいせつの被害者が若年の未成年者である場合、その法定代理人からも告訴を受理することが 般的 るとされるが、本件においては実母であるＹも被疑者であるため、Ｓの親族である祖母Ｂによる告訴状が作成された。
しかし、原
審
）（
（
においては、①の事実について、Ｂによる告訴が無効とされたため、一〇歳一一か月という若年の被
害者Ｓ本人によって、有効な告訴が行 れたか否かが問題となった
）2
（
。
告訴とは、一般的に、犯罪の被害者又はその他の告訴権者が、捜査機関に対して、犯罪の事実を申告して、犯人の
処
罰
）（
（
ないし訴
追
）4
（
を求める意思表示である。犯罪 の申告は 犯罪の態様等について、必ずしも詳細な説明を要する
ものではないが、しかし、告訴は、訴訟法上の法律効果に向けられた意思表示を要素とす 訴訟行為であり、また、親告罪においては、告訴は、訴訟条件とされ、 を欠く場合においては、公訴提起は無効となり公訴棄却されることになる
（刑訴法三三八条四号）
。したがって、このような訴訟法的効果をもつ行為を有効に行うためには、一定の訴
訟能力、すなわち、告訴能力が必要と解される。しかし、刑事訴訟法上は、 「犯罪により被害を被った者は、告訴をすることができ 」
（二三〇条）
と定められているだけであり、条文上は、告訴能力については何らの定義も定められ
ていない。それゆえに、告訴能力の内容については、解釈に委ねられている。
二
　
告訴能力の意義を巡る学説の議論状況
刑事訴訟法上、必要とされる訴訟能力の程度は、行為主体及び行為内容によって異な
る
）5
（
。それゆえに、告訴という
訴訟行為における被害者に必要とされる訴訟能力の内容を検討することが必要である。
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従来、学説上、告訴能力の意義については、大別すると、以下の三つに分けられる。第一に、告訴能力とは告訴の
利害関係を理解する能力とする説であ
り
）（
（
、ここでの告訴の利害関係を理解する能力とは告訴の何たるかを理解する知
的能力と解されてい
る
）7
（
。第二に、自らが犯人の犯罪によって被害を受けた客観的経緯を認識し、被害感情をもって、
犯人に対して公の制裁を望むだけの能力とする
説
）（
（
。第三に、告訴能力とは、被害を受けた事実を理解し、更に告訴を
すること よっ 生ずる社会生活上の利害得失をある程度見通しうる能力とする説であ
る
）（
（
。これらの見解の違いは、
被害者に告訴 伴う社会生活上の利害得失 理解ま 求めるか否かという点にあると一般に理解されている。
上述のように、訴訟能力に必要とされる能力の程度は、行為主体及び行為内容によって異なる。親告罪とされる一
定の性犯罪の被害者の告訴能力につい 考える場合、まずはその犯罪を親告罪とする趣旨から考えることが重要であると思われる。強制わいせつ等の性犯罪が親告罪とされる趣旨 、訴追によって、かえって、被害者の名誉・プライバシーに不利益がおよぶことで二次被害を被 おそれがあるため、それを回避するために、公訴提起を被害者の意思に委ねて、被害者を保護する にあ
る
）（（
（
。このように、性犯罪の親告罪の場合、訴追することによって被害者の被る
不利益があらかじめ想定されており、その不利益から被害者を保護す ことと告 能力の関係をどのように理解するかによって、告訴能力に必要とされ 能力 程度についての理解が分か になる。
学説上は、告訴能力は、被告人の訴訟能力の場合とは異なり、その効果が 直接自らに及ぶものではないから、当
該行為の趣旨及び効果の理解までは、必要ではないとするのが通説的見 とされている。しかし、他方で、親告罪の趣旨を告訴能力の判断 結びつけない考えに対しては批判がなされ いる。告訴は、非親告罪の場合においては、あくまで、捜査の端緒に過ぎないとされ が、しかし、その効果 して、 「利」と「得」につ ては、第一 、起訴・
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不起訴の処分等の通知
（刑訴法二六〇条）
、第二に、不起訴理由の告知
（刑訴法二六一条）
等がある。これらの制度は、
告訴人等が、不起訴処分がなされた場合に通知を受け取ることで、検察審査会に対して審査の申立てをし、または、一定の犯罪類型においては付審判請求を行うといった救済の機会を得ることを可能 して、告訴人等の権利の保護をしつつ、検察官の恣意的な不起訴処分を間接的に抑制することにその趣旨があ
る
）（（
（
。次に、 「害」と「失」については、
まず、法律上 負担として、虚偽告
（刑法一七二条）
を問われる可能性、刑訴法一八三条による訴訟費用の負担、民
事上の不法行為による損害賠償請求、事実上の負担として、捜査機関へ 協力、公判において供述 反対尋問にさらされること、事件が公になることなどが想定され
る
）（（
（
。上述のように、法律上、強制わいせつ等の性犯罪が親告罪とさ
れた趣旨は、これらのような から 被害者を保護するこ であり、それは、単なる事実上の利益ではなく、法律上保護された利益であり、被害者が、それらの利益が危険に らされることを全く理解していなくてもよいということにはならない、と指摘されてい
る
）（（
（
。そこには、この親告罪の趣旨の下での被害者の保護とは、被告人の訴追・処罰
が全うされるという意味での保護ではなく、被害者 利害得失 踏まえて適切な判断ができるようにすることであり、親告罪とされる性犯罪の告訴の意義及び機能に着目して、特別に配慮することが必要 あ とする考えが背景にある
）（（
（
。
三
　
裁
　
判
　
例
告訴能力の意義について判断した先例については、地裁レベルにおいては、告訴によって生じる利害得失をも要求
する判断が見受けられるが、主として、被害状況を認識して 被害感情をもって公の制裁を求める能力で十分 され
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ている。
まず、最高裁昭和三二年九月二六日決
定
）（（
（
において、被告人は、当時一三歳の被害者に対して、強姦を行い、被害者
の母親が、公訴提起以前において、告訴を取り下げたために、検察官が、被害者本人を取調べ、同人名義の告訴状を作成した。上告趣意において、弁護人は、告訴、特に親告罪の告訴は、訴訟条件となり、これによって被疑者の起訴・不起訴という重大な法律効果が生じるのであるから、単に自分の見聞きした事実を事実 して述べる能力だけではなく、告訴人にはこのような法律効果についての完全な認識が必要であるが 本件被害者は一三歳であること 検察官が告訴の要件・法律効果等を説明して なかったこと、被害者の生活状態は非常に下流で法定代理人 母も告訴の手続きについて何も知らなかったこと、被害者の学校の成績が下位であっ ことなどに照らすと、自ら告訴す力はなかったと主張している。し し、最高裁判所は、検察官に対する被害者の供述調書の内容及び告訴状によれば、被害者が、本件犯人に対 処罰を希望する意思を表明して るも と認められるから、た え、被害者が中学二年生の一三歳であっても、告訴能力を有しているものと認められると判示し 告訴の効果の理解までは求めていない。
次に、水戸地方裁判所昭和三四年七月一日判
決
）（（
（
において、裁判所は、被害当時一三歳の強姦の被害者の警察官調書
と公判で 供述を検討し、被害者は「司法警察員に対 本件の犯罪事実を申告 、かつ犯人の処罰を求める意思を表明していたのであり、しかも 同人は当時すでに年令も十三歳七ヶ月で右のような犯罪事実 申告及び犯人 処罰を求める意思表示をなしうる能力を保持していたものと認められ 」 判示し、先の最高裁の決定と同様 告訴に伴う利害得失までは求めず、告訴能力を認めている。
さらに、東京地方裁判所平成一五年六月二〇日判
決
）（（
（
においては、被害当時一一歳の強姦の被害者により告訴がなさ
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れたが、弁護人は、被害者には告訴能力がなく、告訴の効力について疑問がある旨主張した。裁判所は、被害者作成の告訴状と検察官に対する供述調書において、被害状況について具体的に供述し、また、被告人の処罰を望む旨が述べられていることから、 「本件被害の内容を具体的に認識しつ 、被害感情を持って被告人に対する処罰を求めているものと認められるのであり、被害者が告訴当時十二歳三か月の小学六年生であったからといって、自分 供述内容の意義を理解し なかったと疑うべき事情は窺われず、その告訴能力に欠けているところはな 」と判示し、被害者による告訴は有効であ し 。
最後に、福岡高等裁判所宮崎支部判決平成二二年一二月二一日判
決
）（（
（
がある。同事案は、わいせつ誘拐、強制わいせ
つの被害 であ 、知的障害を有す 一〇歳程度の知能指数 二九 被害者が、上述の事実について告訴した事案である。原判
決
）（（
（
は、 「告訴能力とは告訴の何たるかを理解する知的能力を指すところ、とりわけ、性犯罪に係る
告訴に要求される告訴能力については、自らが犯人の犯罪となるべき行為による被害を受けた客観的経緯を認識した上、これ 対する 感情を持ち、告訴に伴う利害得失を理解した上、犯人に対して公の制裁を望むことができるだけの能力が必要であ 」と判示し、 能力 は告訴に伴う利害得失の理解が必要と いる。そして 同裁判所は、本件被害者は、知的障害を有し、精神鑑定において軽度の精神遅滞に該当 診断がなされ おり、告訴を作成した係官も被害者の告訴能力に疑念を有していたこと、公判廷における証人尋問において被害者 とっ 難解な問い なると応答が迎合的になり、また、告訴状記載の内容等について、質問者 誘導な に自発的 応えられないこと 被害にあった翌日に 告人から呼び出され再びわいせつ被害 あっ いるこ 被害 あったことを誰 も報告していないことが認定され、裁判所 これらの事情を考慮して、被害者は、外形的には 事実を客観 認識し、被害
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感情を持ち、犯人の処罰を望む旨を述べているが、被害者が、自身に対する行為の社会的意味付けや規範的評価ができているとは認めがたく、利害得失を理解し とも認められないと判示し、告訴能力を否定している。
これに対して、控訴審は、 「告訴能力とは、自らが犯人の犯罪となるべき行為による被害を受けたという客観的経
緯を認識し、これについて被害感情を持ち、犯人に対して公の制裁を望むだけの能力」であると判示し、利害得失は不要としている。そして、同裁判所は、 「告訴という社会的、法律的行為を行う基礎となる認知能力、 話能力が一定程度備わっ 」という精神鑑定に基づいて、被害者は、難しい言葉は噛み砕いて説明され など 配慮を受けて、自身の受けた被害の状況について供述し、被害感情を表明し 被告人 処罰 求めていることから、告訴能力は認められるとしている。また 原判決については 告訴に伴う利害得失の理解まで必要とすることは、被害者に過度に高度の知的能力を求め ことになり、被害者の意思を尊重して保護することにはならないから、認められないとしている。そし 「親告罪は、 者の保護のために告訴に伴う被害者の社会的負担を考慮し、公訴提起するか否かを被害者の意思にかからせるた 、告訴を公訴提起の条件とすること したものであるが、そのことは、直ちに親告罪における告訴能力 ついて告訴に伴う 者の社会的負担に関 十分な検討を に足るだけ 高度の能力を要求することに結びつくも ではな」いと判示し、親告罪た 性犯罪の告訴であること 告訴能力の有無を判断する上で、特別に考慮す ことはしていない。そして そのような利害得失を理解する能力 求めることにつ ては者以外に告訴権者がいな 場合にお て、被害者が法廷におい 羞恥心に耐え、被害状況、被害感情、処罰を求める意思を述べているの 、そのような能力が から、告訴は められない することは、かえって被害者の保護に欠けることになると判示している。
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このように、先例は、告訴能力に必要とされる知的能力の程度を明確に示してはいないものの、おおむね小学六年
生から中学生くらいの被害者までに告訴能力を認めてきていた。そして、一部地裁を除いて、有効な告訴を行うために必要な能力として、告訴によって生じる社会生活上の利害得失の理解までは求めることはせず 被害を受けた経緯を認識して、被害感情を持ち、犯人の処罰を望む で足りるとしていた。
四
　
本判決についての検討
　
（　
告訴能力の意義についての理解
告訴能力の意義については、本件においては、 「犯罪被害にあった事実を捜査機関に申告して、犯人の処罰を求め
る行為であって、その効果意思としても、捜査機関に対し、自己の犯罪被害事実を理解し、これを申告して犯人の処罰を求める意思を形成する能力があれば足りる」としており、告訴によって生じる利害得失の理解までは求めない先例及び通説の見解を踏襲したものである いえる。
　
2　
原判決と結論が分かれた理由
原判決においても、同様の判断枠組みがとられているが、原判決 おいて 本件被害者の告訴能力は否定されて
いる。いかなる理由から結論が分かれたのであろうか。
原判決においては、検察官調書において、被害者Ｓによる被告人Ｘ 処罰を求めるかのような記載があったとされ
たが、Ｓは、同調書作成当時一〇歳一一か月と「まだ幼い年齢であったこ 、及び、捜査機関において被害者Ｓは告訴の意味を理解してい いと判断され、祖母であるＢによって告訴状が作成され また Ｓの通常形式の告訴調書
二五二
も作成していないという経緯に照らして、その告訴能力は認められなかった。Ｓの一〇歳一一か月という年齢に関しては、先例にお てはおおよそ小学六年生から中学一年生ぐらいまでの被害者に告訴能力が認められてきたことに比べて、より低かったという事情があるために、捜査官は被害者の告訴能力に疑問を抱いたと考えられる。
しかし、告訴能力を「捜査機関に対し、自己の犯罪事実を理解し、これを申告して犯人の処罰を求める意思を形成
する能力」であると解するならば、さほど高度な理解力及び判断力は告訴能力には要求されて ないといえるのであり、このような前提からすると、平均的な小学五年生程度の理解力及び判断 を備えていれば告訴能力を認めることができる、と本判決 は判断されたのではないかと思われる。
また、本判決は、被害者Ｓは、被告人から受けた①及び②の両事実の状況 具体的に供述しつつ、被害感情を抱い
て被告人の処罰を求めていることを認めている。 「自己の犯罪事実を理解し これを申 して犯人の処罰を求める意思を形成する能力」は 被害事実を供述し、犯人 処罰を求めることの前提となる能力であるから、逆に、このような供述 実際にＳ 行っていると認定できるのであれば、当然にＳには告訴能力を認めることができる。こ ような判断が本判決にはあったものと思われる。
告訴能力の有無を判断する上で、最も重要な証拠 害者自身の供述であり、その供述 信用性を判断する上で
の要素として、このような被害者の理解力及び判断力は重要な意味を有す
る
）（（
（
。この点については、先に述べた福岡高
裁宮崎支部もまた 精神科医によ 鑑定書に基づいて、知的障害を有す 成人被害者の「 という社会的、法律的行為を行う基礎 なる認知能力、会話能力」を認定し、このような能力を考慮要素として告訴能力を認めてい 。本判決は、被害者が被害状況を具体的 供述して被害感情を抱いて被告人の処罰を求めて ることに基づいて、実質
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に被害者Ｓの告訴能力を判断して肯定しており、妥当なものと考える。
なお、原判決は、警察官が、被害者Ｓが告訴することの意味を理解していないのではないかとの疑問をもち、祖母
であるＢ 告訴状を作成させた経緯を考慮してＳの告訴能力を否定しているが、この点に関して、本判決は、 「警察官が被害者の告訴能力に疑問を抱いていたか否かは、被害者の告訴能力の有無の判断に直接影響するものではない」旨判示してい 。本判決がこ ように判断しているの あくまで、直接的には影響しないことを示唆しているだけであり、完全に影響 ないこと 意味して るものではないと思われる。例えば、警察は、告訴能力の有無を判断する上 、取調べなどにおける被害者の受け答えを考慮することが考えら 上述のように、告訴能力の有無を判断する上で、被害者の供述は重要 証拠 なる。それゆえに、そのような受け答えを考慮して、警察 疑問をもつことは、告訴能力の判断に一定の関連性を有するといえる。 だ 本件におけるように 検察官 取調べにおける受け答えもまた考慮要素となり、また、警察が告訴能力の判断基準を誤って適用して疑問をもったという可能性も考えられるので、本判決は、警察が疑いを持つこと 決定的 要因とはならないと判断 たものと考えられる。
　
（　
告訴能力の意義の捉え方についての疑問
上述のように、本判決の告訴能力の理解は、従来の大方の先例に従ったものであるが、被害者の名誉・プライバ
シーの保護のために、事件を起訴するか否かの判断を被害者 委ねるという親告罪の趣旨から考えて、このような理解が妥当なのかは疑問が残る。被害者が犯人の処罰 希望す としても、法廷で証言し反対尋問を受ける可能性があること、また、裁判が公開され ために起訴前より広く事件が公に知れ渡るこ になること 意味を理解できないに、被害者を刑事裁判に巻き込むことが、親告罪の趣旨に反しないといえるのであろうか。ま 、告訴す ことで生
二五四
じる「社会生活上の利害得失」を理解する能力まで要求すると、若年の未成年者しか告訴人がいない場合に起訴できず、結局、被害者の保護にならないといわれ 。しかし、 「社会生活上の利害得失」を理解する能力を要求する見解もまた この能力を「ある程度見通しるうる能力」と ており、被害者の保護との兼ね合いを考慮してある程度緩やかにその能力の程度を解しており、必ず も、高度の知的能力を必要としているわけではないように思われる。この点に関連して、適切な第三者によ 助言があるこ を前提にして、告訴能力を判断するという提言もなされてい
る
）（（
（
。
あるいは、取調べ担当官でない警察官が、被害者に告訴の意味、その後に行われるこ になる証言や反対尋問のこと、事件がより公になること等を噛み砕いて説明し、その際のやりとりを考慮して告訴能力の有無を判断するのであれば、 「社会生活上の利害得失をある程度見通しうる能力」を告訴 の内容に変えた も、現行 実務を大きく変えることなく対応することもできるのではな かと思われ 。
五
　
本判決の意義
これまで、若年の被害者の告訴能力を認めた先例においては、おおむね小学六年生から中学生程度の被害者までに
告訴能力が認められてきた。本判決は、告訴能力に関して、多くの先例でとら ている理解、 なわち「捜査機関に対し、自己の犯罪被害事実を理解し、これを申告して犯人の処罰を求める意思を形成する能力」と 理解 従いつつ、小学五年生としての年齢相応の理解力及び判断力を有していれば こ 告訴能力を基本的に備えてい の前提に立ち 客観的な証拠関係に基づいて実質的に被害者の知的能力を判断して、被害者が年齢相応の理解力 判断力を有していることから告訴能力を認めて る。このように 本判決は、小学五年生として 年齢相応の理解 と判断力
二五五
刑事判例研究⑴（伊比）
を有していれば、先例よりも若年である一〇歳一一か月の被害者にも告訴能力が認められるとした点に、実務上の意義があるといえる。当然ながら、本判決は、小学五年生あるいは一〇歳一一か月が告訴能力が認められる年齢の下限であると判断 たわけではなく、告訴人の年齢がこれよりも低い場合については、今後の事例で判断されることになる。
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（）富山地判平成二四年一月一九日、
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2）本判決の紹介・解説として、飯島泰「判批」警察学論集六五巻一一号（二〇一二年）一七五頁、石山宏樹「判批」ジュリスト臨増一四五三号平成二四年度重要判例解説（二〇一三年）一七九頁、 恩田祐将「判批」創価法学四三巻一号（二〇一三年）一四五頁、黒澤睦「判批」刑事法ジャーナル三五号 七 佐藤美樹「判批」新・判例解説
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訟法八三号（二〇一二年）一頁、三谷真貴子「判批」研修七七三号（二〇一二年）一七頁、茂木潤子「判批」警察公論六七巻一〇号（二〇一二年）八八頁がある。なお、上記三谷・ 「判批」二四頁によれば 平成二四年一一月一四日、差戻審において、被害者Ｓの告訴能力は認められ、被告人は①事実を含めた全ての公訴事実 ついて有罪判決を言い渡されている。
（
（）最決昭和二六年七月一二日刑集五巻八号一 二七頁。
（
4）渥美東洋『全訂刑事訴訟法［第二版］ 』 （有斐閣、二〇〇九年）四三頁。
（
5）団藤重光『新刑事訴訟法綱要
　
七訂版』 （創文社、一九六七年）一七四頁。
（
（）団藤重光『条解
　
刑事訴訟法
　
上』 （弘文堂、一九五〇年）四四二頁。
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第四巻』 （青林書院、二〇一二年）六六〇頁［高崎秀雄］ 。
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（）伊藤栄樹ほか編『新版注釈刑事訴訟法［第三巻］ 』 （立花書房、一九九六年）二七一頁［佐藤道夫］ 。
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（0）椎橋隆幸「性犯罪の告訴期間の撤廃」研修六二六号 〇〇〇年）三頁、四─五頁。
（
（（）伊藤ほか・前掲注 （
（） 五五六、 五五九頁。
（
（2）黒澤・前掲注 （
2） 一八一頁。
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（4）同右一八二─一八三頁。
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（5）最決昭和三二年九月二六日、刑集一一巻九号二三七六頁。同決定の紹介・解説として、足立勝義「判批」最高裁判所判例解説刑事篇（昭和三二年度）四六七頁、高窪貞人「告訴の有効性─告訴権者・告訴能力・親告罪の犯人を知った日・告訴調書─」別冊判例タイムズ九号（一九八五年）六一頁がある。
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（（）水戸地判昭和三四年七月一日、下刑集一巻七号 五七五頁。
（
（7）東京地判平成一五年六月二〇日、判例時報 三四八号一五九
（
（（）福岡高宮崎支判平成二二年 月二 日、高等裁判所刑事裁判速報平成二二年二六四頁。
（
（（）宮崎地裁延岡支部 決平成 一年九 一六 公刊物未登載。
（
20）茂木・前掲注
2） 九四頁。
（
2（）黒澤・前掲注 （
2） 一八三頁。
〔追記〕
本稿脱稿後に、内山安夫「親告罪における未 年者の告訴能力」東海法学 九 頁（ 〇一五年）に接した。
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